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概　要
近年の経済成長に関する実証研究の枠組みを用いて，一人あたり県民所得の成長率決定式と人的
資本ストックの成長率決定式との連立同時方程式モデルを推定することにより，教育と経済成長の
相互関連を分析している。人的資本ストックの指標化としては，各都道府県の有業者人口に占める
高学歴者の割合を用いている。所得，人的資本ストックともにそれぞれの初期水準と成長率との間
に収斂の傾向を示していること，そして二段階最小二乗法による推定結果により，それぞれの成長
率が互いに影響しあっていることを見出している。
Abstract
Interdependence between the growth of income and the growth of human capital stock is
investigated using the simultaneous equations models. Annual data for estimation are of Japanese
prefectures for the year, 1970-1995. The human capital stock is measured by the ratio of the numbers
of workers who have junior college or higher degree to the total labor force in each prefecture. We
found the convergence of the growth in both cases of income and human capital stock, and also
found the interdependence between them by using the two-stage least squares method. 
Ⅰ はじめに
Solow（1957）に端を発した経済成長モデルに関する実証分析は，1980年代に入ってマクロ経済学
研究者の新たな関心を呼び，経済成長に関する理論的・実証的研究が多大の関心を集める事となっ
た。いわゆる内生的成長理論として，とくに国別データによって，各国の人口一人あたり所得ある
いは労働力人口一人あたり所得の成長率の格差が何に起因するか，という問題意識のもと，きわめ
て実証的意味合いの強い分析が近年の経済成長分析の特徴である1）。
そのような流れの中で，各国あるいは各地域の所得の成長率が，とりわけ人的資本ストックに影
響を受けながら一定の成長率に収斂していく，という事実は，研究者の一つの関心となった。いう
までもなく，教育投資ないし教育水準に代表される人的資本の経済成長への貢献は，Schultz（1963）
以来，多大の注目を集めてきた。しかしながら，高い教育水準は高い所得水準によってもたらされ
るという逆の因果関係を分析の枠組みにとり入れることは，往々にして見過ごされてきたといえる。
それに関連する，最近の注目すべき研究の一例として，Goetz and Hu（1996）は，所得の成長と
人的資本ストックの成長との相互関連を，一人あたり所得の成長率決定式と人的資本ストックの成
長率決定式との連立同時方程式モデルを用いて分析している2）。そして，従来の単一方程式モデルを
用いた場合の推定結果と比較して，所得および人的資本ストックの初期水準のその成長率への影響
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が過大あるいは過少に評価される可能性があるとの分析結果を報告している。
所得と教育水準に代表される人的資本ストックとの相互関連を明示的に意識した分析はGoetz and
Hu（1996）における分析の最大の特徴であるが，実は，彼らは言及していないけれども，古くは
Tolley and Olson（1971）やRazin（1977）によって同様の問題意識で分析が行われていた。しかし，
Goetz and Hu（1996）の場合には，近年の内生的成長理論の発展の流れの中で，分析手法として同
時方程式モデルを用いて従来の分析を拡張させており，その点は彼らの重要な貢献であるというこ
とができるだろう。
本稿では，最近の経済成長に関する実証研究の流れをくみながら，Goetz and Hu（1996）の分析
モデルを利用して，日本の都道府県別データにより所得の成長と人的資本ストックの成長の相互関
連を分析する。人的資本ストックの指標化としては，各都道府県の有業者人口に占める高学歴者，
ここでは高専・短期大学卒以上の学歴保有者，の割合を用いることにする。そして，そのように指
標化された人的資本を明示的に組み入れた経済成長モデルを提示する。とくに教育と経済成長の相
互の関連を数量的に把握することを念頭に，同時方程式モデルに二段階最小二乗法を適用して，そ
の実証分析結果を報告することとする。
われわれの分析は，以下の手順で行われる。まず第２節で，各都道府県有業者一人あたりの県民
所得と，上記のように指標化された人的資本ストックの成長率が収斂の傾向を見せているかどうか
を確認する。次に第３節では同時方程式モデルを提示し，第４節で推定結果を提示する。また，推
定された説明変数の各パラメータについてそれぞれの成長率への影響を整理する。最後に第５節で
われわれの分析のまとめを行うこととする。
Ⅱ 成長率の収斂
Barro and Sala-i-Martin（1995, p. 387）は，所得の水準と成長率の間の関係を次式のように定式化
している。
（1/T）log（YiT/Yi 0）＝C－［（1－e－βT）/T］・log（Yi 0）＋ui 0,T （1）
ここで，YiT，Yi 0は，それぞれ国あるいは地域ｉにおけるT年および０年の一人あたり実質所得であ
る。ui 0,Tは攪乱項である3）。（1）式は一人あたり所得の年成長率（の幾何平均4） とその初期水準（の
対数）との関係を示している。係数（1－e－βT）/Tは考察の期間Tが大きくなればなるほど０に近づ
き，それは，初期水準の成長への効果が小さくなることを意味する。一方，Tが小さくなればなる
ほど係数（1－e－βT）/Tは，βに近づいていく。これがβ収斂とよばれる所以である。Barro and Sala-
i-Martin（1995）は，アメリカの州別データ，ヨーロッパの地域別データ，日本の都道府県データに
よって，初期所得水準と成長率との間に強い負の相関があることを発見し，β収斂が存在すること
を報告している。
第（1）式で示された，一人あたり所得水準とその成長率との関係を，人的資本ストックについての
初期水準とその成長率の関係にあてはめてみることも興味あるところである。上述のように，人的
資本は経済成長への重要な貢献をもたらす要因であると考えられてきたが，それは同時に所得の成
長によって人的資本の成長が促進されるという側面ももっている。各国あるいは地域で，それぞれ
の人的資本ストックの成長には収斂の傾向があるであろうか。ここでは，日本の都道府県のケース
をみることにする。
表１は，各都道府県別に，1970年から1995年にかけての年々の労働者（有業者）一人あたり県民
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有業者一人あたり実質県民所得 人的資本ストック（高学歴者の割合）
1970年 順位 成長率 順位 1970年 順位 成長率 順位
1 北海道 32.44 14 2.20 34 09.76 14 3.62 37
2 青森 24.23 43 2.86 12 05.80 45 4.33 29
3 岩手 23.11 45 3.06 05 06.66 39 4.18 32
4 宮城 30.14 23 2.52 24 10.90 12 3.30 43
5 秋田 25.31 37 2.91 10 05.96 44 4.50 22
6 山形 25.20 38 2.83 13 05.64 46 4.92 06
7 福島 26.09 36 2.97 07 05.36 47 5.25 04
8 茨城 28.52 29 2.79 14 06.37 42 5.44 01
9 栃木 29.28 26 2.91 09 07.22 32 4.75 15
10 群馬 30.46 21 2.55 20 07.20 33 4.85 07
11 埼玉 40.43 05 1.85 43 14.77 05 3.51 40
12 千葉 33.61 11 2.52 25 15.39 03 3.52 39
13 東京 58.12 01 1.24 47 24.93 01 2.42 47
14 神奈川 45.71 03 1.38 45 21.04 02 2.91 45
15 新潟 26.53 34 2.97 08 06.53 40 4.41 28
16 富山 29.71 25 2.53 22 08.21 23 4.70 16
17 石川 30.78 19 2.48 26 08.49 19 4.79 12
18 福井 26.54 33 2.72 17 06.90 37 4.80 10
19 山梨 27.97 31 2.66 18 08.75 17 4.69 17
20 長野 27.13 32 2.79 15 07.10 35 5.22 05
21 岐阜 30.33 22 2.26 31 07.53 28 4.80 11
22 静岡 35.04 10 1.93 39 08.20 24 4.50 23
23 愛知 40.77 04 2.15 36 10.77 13 4.15 33
24 三重 32.35 15 2.25 32 07.51 29 4.66 19
25 滋賀 31.09 18 3.10 04 08.12 26 5.35 03
26 京都 40.09 06 1.79 44 15.27 04 3.14 44
27 大阪 50.89 02 1.24 46 14.31 06 3.50 41
28 兵庫 39.36 07 1.90 40 13.71 07 3.65 36
29 奈良 31.85 17 2.37 29 13.13 10 4.46 25
30 和歌山 32.88 12 1.88 42 08.32 20 4.20 31
31 鳥取 24.23 42 2.88 11 07.19 34 4.62 21
32 島根 21.30 46 3.35 02 06.17 43 4.78 13
33 岡山 32.88 13 2.21 33 08.57 18 4.65 20
34 広島 35.17 09 2.09 37 10.97 11 4.48 24
35 山口 32.17 16 2.34 30 09.20 15 3.90 34
36 徳島 29.75 24 2.44 27 06.74 38 5.41 02
37 香川 29.10 28 2.54 21 08.30 21 4.84 08
38 愛媛 30.68 20 2.18 35 08.26 22 4.68 18
39 高知 28.45 30 2.01 38 07.43 30 4.42 27
40 福岡 36.19 08 1.88 41 13.51 08 3.36 42
41 佐賀 26.34 35 2.61 19 07.59 27 4.21 30
42 長崎 29.21 27 2.41 28 08.19 25 3.89 35
43 熊本 23.74 44 3.19 03 07.28 31 4.75 14
44 大分 25.13 39 3.00 06 08.96 16 3.60 38
45 宮崎 24.26 41 2.53 23 07.00 36 4.44 26
46 鹿児島 20.17 47 3.41 01 06.43 41 4.81 09
47 沖縄 24.46 40 2.76 16 13.35 09 2.84 46
表１　初期水準と成長率
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説明変数
有業者一人あたり県民所得 人的資本ストック
成長率（実質） 成長率
C 0.097 0.077
（19.500） （21.144）
log（Yi0） －0.0212 －0.01620
（－14.638） （－9.767）
―R2 0.823 0.672
F 214.265 95.392
括弧内はt値。
表２　初期水準と成長率との関係（第（1）式の推定結果）
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図２　人的資本ストックの成長率（1970－1995）
図１　有業者一人あたり実質県民所得成長率（1970－1995）
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所得成長率（幾何平均値），および，人的あるいは教育資本の考えられる一つの形態として，有業者
数に占める高位学歴保有者の割合を代理指標とし，その成長率を示している。ここでは，高専・短
期大学卒以上の人口割合を人的資本ストックの代理指標とみなしている。
表１のデータを用いて，第（1）式をOLSによって推定した推定結果が表２に示されている。初期水
準と成長率の間には負の相関関係があることが確認できる。
また図１は，縦軸に有業者一人あたり県民所得の年平均成長率を，横軸に1970年時点での有業者
一人あたり県民所得をとったプロット図であり，図２は同様に人的資本ストックの場合のプロット
図である5）。それぞれ初期水準と成長率の間に負の相関の傾向があることがわかる。
Ⅲ 成長モデルの定式化
ここでのわれわれの主たる関心は，所得の成長と人的資本の成長との間の相互関連である。それ
らを推定するためのモデルを検討する。
一般的に，人的資本を明示的にとり入れた経済成長モデルは次式であらわされる6）。
Dy＝F（Y0，H0，S0…）. （2）
ここで，Dyは対象とする推定期間の一人あたり所得の成長率であり，Y0は初期の一人あたり所得，
H0は初期の人的資本ストックである。またS0は，経済成長率に影響を与える一連の変数群である。
推定のためのモデルは，次式のように定式化される。
Dy＝a0＋a1Y0＋a2H0＋a3Dh＋ΓS0＋uT. （3）
ここで，Dhは人的資本ストックの成長率である。uTは攪乱項であり，Γは変変数群S0の係数行列で
ある。S0に含まれるべき変数群については，先行研究において一致した見解があるわけではない。
一方，人的資本の成長率については次式のように定式化される。
Dh＝b0＋b1Y0＋b2H0＋b3Dy＋ΨQ0＋νT. （4）
ここでQ0は，人的資本の成長に影響を与える諸変数群であり，Ψはそれに関する係数行列である。
νTは攪乱項である。
ここで，われわれの推定式体系（3），（4）式を以下のように表現しよう。それぞれの式で被説明変
数となっているDy，Dhが他の式で説明変数に含まれていることから，行列式で表現すると，（5）
式のように表現できる。
ΦG＝ΛI＋R. （5）
ただし，ここで
Φ＝ , G＝ , Λ＝ , I＝ 
であり，
R＝ a0＋ΓS0＋uTb0＋ΨQ0＋νT
Y0
H0
a1 a2
b1 b2
Dy
Dh
1 －a3
－b3 1
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である。したがって，（3），（4）式の体系は（6）式のようにあらわされる。
G＝Φ－1ΛI＋Φ－1R. （6）
右辺第一項の係数行列は，
Φ－1ΛI＝   . （7）
であり，これらのパラメータは，所得および人的資本の成長率への初期水準の効果を示している。
Goetz and Hu（1995）は，一人あたり所得初期水準Y0がその成長率Dyに与える効果として，a1を直
接効果とよび，それは収斂の速度をあらわしている。そして，a3b1を，Y0の効果がDhを経てDyに
およんだという意味で間接効果とよんでいる。また，Y0にかかる全体の係数 については，
それを純効果とよんでいる。
ここでの推定モデルでは，それぞれの成長率への初期水準の影響だけでなく，所得の成長率に対
しては人的資本ストックの，人的資本ストックの成長率に対しては所得の，それぞれの初期水準の
相互の影響が考慮される。また，先行の諸研究が，初期水準の成長率への影響をその直接の推定係
数値のみで捉えようとしているのに対し7），ここでは直接的な影響と間接的な影響とに分離して捉え
ようとしている。
それぞれの効果とパラメータの関係を，表３のように整理しておこう。
Ⅳ データと推定結果
推定式（3）に含まれる変数群S0および（4）式に含まれる変数群Q0に関して，Goetz and Hu（1995）
も述べているように，それらの変数の選択についてこれまで一致した見解があるわけではない。彼
らの研究は，1980年から1990年にかけてのアメリカ南部諸州の郡データを用いた分析であるが，い
くつかの変数については，たとえばCohn and Hughes（1994）が教育水準と失業率との間に負の相
関があることを発見していることから，（4）式の説明変数として失業率を選択するなど，先行の研究
に依存して変数選択を行っている。ここでは，第一次接近として彼らの分析例を手がかりにして，
以下のように変数選択を行った。
まず，第（3）式において，所得成長率の決定式に含まれる変数群として，都市化および産業化の影
響を考慮するために，人口集中地区人口比率（RDID），可住地面積割合（RIA），公共投資の影響を
考慮して下水道普及率（DRS），企業活動の影響については事業所数（民営）（PEST），これらは，
経済成長にプラスの効果を持つと予想する。また，Goetz and Hu（1995）は，企業活動を停滞させ
る要因として法人税額を取上げているが，われわれの場合には部分的にそれに対応する変数として，
a1＋a3b1
1－a3b3
Y0
H0
a1＋a3b1 a2＋a3b2
b1＋a1b3 b2＋a2b3
1
1－a3b3
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直接効果 間接効果 純効果
Y0 H0 Y0 H0 Y0 H0
Dy a1 a2 a3b1 a3b2
Dh b1 b2 a1b3 a2b3
b2＋a2b3
1－a3b3
b1＋a1b3
1－a3b3
a2＋a3b2
1－a3b3
a1＋a3b1
1－a3b3
表３　初期水準の成長率への効果
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国税徴収決定額（NTAX）を取上げる8）。
第（4）式におけるQ0に関連する変数としては，人的資本の成長に影響を与える社会経済的要因と
して，持ち家比率（ROH），一般世帯平均人員数（AMH）。平均余命（LEM），人口密度（POP）
を取上げる。また，Cohn and Hughes（1994）は，人的資本を決定する重要な要因として，失業率，
平均賃金が加えられるべきであるとしており，それを受けてここでは，平均賃金率（男子）
（MWAGE）および完全失業率（UNEMP）を取上げる。さらに，Nerolve et. al.（1993）の分析では，
所得税が人的資本投資にマイナスの影響を与えるとの結果を得ていることから，人口一人あたり住
民税（県・市町村財政合計）（RTAX）を説明変数に加える9）。
分析に用いられる変数の要約統計量は表４のとおりである。われわれの考察期間は，1970年から
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平均 標準偏差 最小値 最大値
Dy
有業者一人あたり実質県民所得成長率
2.456 0.514 1.236 3.410
Dh
人的資本ストック成長率
4.302 0.714 2.419 5.441
Y70
有業者一人あたり実質県民所得
31.047 7.385 20.171 58.125
H70
人的資本ストック
9.468 4.012 5.363 24.934
RDID70
人口集中地区人口比率
39.616 17.491 21.330 93.540
DRS70
下水道普及率
11.211 9.245 0.010 39.480
RIA70
可住地面積割合
36.183 14.254 18.430 65.540
PEST69
民営事業所数
100.380 93.783 26.236 568.687
NTAX70
国税徴収決定額（1000円）
4.586 10.223 0.377 63.522
POP 70
総面積１㎞2あたり人口
528.649 972.380 66.030 5328.110
ROH68
持ち家比率
69.006 10.883 39.630 84.660
AMH70
普通世帯平均人員
3.846 0.274 3.160 4.300
UNEMP70
完全失業率
1.472 1.111 0.610 8.100
RTAX70
住民一人あたり住民税
0.248 0.116 0.104 0.691
LEM70
平均余命
69.470 1.007 67.560 72.150
MWAGE70
平均賃金
1.934 0.197 1.601 2.334
表４　基本統計量
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1995年の26年間である。表中，Dy，Dh以外の変数は1970年のデータであるが，事業所数（民営）
（PEST）および持ち家数（ROH）は，該当する年のデータがえられないため，それぞれ1969年，
1968年のものである。また，金額で表示される変数，すなわちNTAX，RTAX，MWAGEについて
は，その年の消費者物価指数（1995＝100，全国）でデフレートしている。さらに，沖縄県について
は，1970年時点での各データがえられないため，沖縄県に限り，大方の場合1975年の各データを代
用した。
表５には，（3），（4）式のそれぞれの単一方程式のOLSによる推定結果と，二段階最小二乗法2SLS
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OLS 2SLS
Dy Dh Dy Dh
Const. 4.737 ＊＊＊ －5.193 2.772 ＊＊＊ －15.606 ＊＊＊
（21.021） （－0.799） （3.649） （－2.077）
Y70 －0.765 ＊＊＊ 0.0352 －0.106 ＊＊＊ 0.2026 ＊＊＊
（－7.374） （1.131） （－7.272） （2.668）
H70 0.0291 ＊ －1.557 ＊＊＊ 0.0822 ＊＊＊ －0.1829 ＊＊＊
（1.374） （－5.419） （2.952） （－6.23）
RDID70 －0.0155 ＊＊＊ －0.00214
（－2.337） （－0.270）
DRS70 0.00574 0.00722
（0.748） （1.01）
RIA70 0.00348 ＊ 0.00422 ＊＊
（1.308） （1.696）
PEST69 0.00253 ＊＊ 0.00251 ＊＊
（1.718） （1.833）
NTAX70 －0.0021 －0.003
（－0.171） （－0.261）
POP70 0.000088 －0.00015
（0.677） （－0.949）
ROH68 0.0313 ＊＊＊ 0.0372 ＊＊＊
（3.057） （3.735）
AMH70 －0.257 －0.665 ＊＊
（－1.018） （－2.275）
UNEMP70 －0.117 ＊＊ 0.0285
（－1.948） （0.343）
RTAX70 －1.099 －3.925 ＊＊
（－0.634） （－1.947）
LEM70 0.1228 0.193 ＊＊
（1.328） （2.103）
MWAGE70 0.293 －0.170
（0.466） （－0.273）
Dh 0.420 ＊＊＊
（2.693）
Dy 1.324 ＊＊＊
（2.390）
F 35.856 17.800 37.308 19.632
―R2 0.841 0.767 0.863 0.793
表５　推定結果
括弧内はt値．サンプル数47．有意水準：＊= 10 %, ＊＊=５%, ＊＊＊=１%.
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による推定結果が示されている。ただし，OLS推定の場合には従来の分析にあわせて，a3＝b3＝0の
場合の推定式で推定を行っている。また，2SLSの推定手順としては，まずDy，Dhを内生変数とす
る誘導型方程式よりそれらの理論値を求め，さらにそれらを被説明変数として（3），（4）式の推定を
行った。
推定結果については，各式とも自由度調整済み決定係数は，既存の研究と比較して高い値が得ら
れている。また，F値も推定式の有意性を示している。各説明変数の係数の値については，OLSの
場合に，所得の成長率の推定式における，人的資本ストックの初期水準H70，人的資本へ成長率の
推定式における，有業者一人あたり県民所得の初期水準Y70のそれぞれの係数の統計的な有意性が
損なわれているが，2SLSの場合には，有業者一人あたり県民所得の初期水準Y70，その成長率Dy，
および人的資本ストック初期水準H70，その成長率Dhの係数は予想どおりの符号かつ有意な値が得
られている。
とりわけ，説明変数としてのDy，Dhの係数が有意に正の値となっている事は，所得および人的
資本ストックの成長が互いに影響をうけていることを意味している。
しかしながら，それら以外の説明変数については，必ずしも予想どおりの符号かつ有意な係数値が
えられているわけではない。変数群S0，Q0の説明力については，Goetz and Hu（1996）の場合も同
様に，あまりはかばかしい結果をえておらず，これらの変数の選択は，今後に課題を残す問題である。
次に，前節の表３で整理したパラメータの値を計算して，所得の成長率と人的資本ストックの成
長率との相互関係についてみてみよう。計算の結果は表６のとおりである。
表６の計算結果によると，所得の成長率に関して，直接効果（－0.1060）が間接効果（0.0852）
を（絶対値で）上回っている。人的資本ストックの初期水準の効果についても同様で，直接効果
（－0.1829）が間接効果（0.1089）を（絶対値で）上回り，負の値となっている。すなわち，それぞれ
の初期水準が高ければその成長率は鈍化するという傾向を示している。
また，所得の成長率への初期人的資本ストックの影響，あるいは人的資本ストックの成長率への
初期所得水準の影響についても，それぞれ直接効果が間接効果が上回り，正の値となっている。す
なわち，それぞれの初期水準は，互いの成長率を促進させる効果を持っている事を示している。
さらに，所得の成長率への初期人的資本ストックの影響および人的資本ストックの成長率への初
期所得水準の影響を比較してみると，前者（0.1406）が後者（0.0120）を上回っている10）。すなわち，
ここでの推定では，教育と経済成長の相互関連という観点からすると，相対的にみて，人的資本ス
トックは経済成長をもたらす要因であるという側面よりも，むしろその成長が所得によってもたら
されるという側面がより顕著であるという結果になっている。
Ⅴ 結び
本稿におけるわれわれの分析の主要な発見は，以下の通りである。まず第一に，各県別の一人あ
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直接効果 間接効果 純効果
Y70 H70 Y70 H70 Y70 H70
Dy －0.1060 －0.0822 －0.0852 －0.0769 －0.0468 －0.0120
Dh －0.2026 －0.1829 －0.1403 －0.1089 －0.1406 －0.1670
表６　初期水準の成長率への影響：計測結果
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たり所得の成長率について，その初期水準が高い県ほど成長率が低いという，いわゆるβ収斂の現
象が生じている事を確認するとともに，有業者人口に占める高学歴者の割合として指標化された人
的資本ストックについても，その初期水準と成長率の間にβ収斂の傾向があることを見出している。
第二に，一人あたり実質県民所得成長率の決定式と人的資本ストック成長率の決定式からなる同
時方程式モデルに二段階最小二乗法を適用して，成長率と初期水準との間に有意な推定結果を得た。
また，所得の成長率に対しては人的資本の成長率の係数が，人的資本の成長率に対しては所得の成
長率の係数が，それぞれ統計的に有意にかつ正の値となっており，これは，所得と人的資本ストッ
クのそれぞれの成長が相互に影響し合っていることを意味している。
第三に，所得あるいは人的資本ストックの初期水準がそれぞれの成長率に対してもつ影響につい
て，従来の先行の諸研究が初期水準の成長率への影響をその直接の推定係数値のみで捉えようとし
ているのに対し，ここでは直接的な影響と間接的な影響とに分離して捉えている。ここでの推定で
は，それぞれ直接効果が間接効果を凌駕しているという結果が得られた。すなわち，所得および人
的資本ストックの初期水準が高ければ，その成長率は鈍化するということ，また，所得水準は人的
資本ストックの成長を，人的資本ストックは所得の成長を促進させるという結果を得た。
第四に，所得の成長率への初期人的資本ストックの影響および人的資本ストックの成長率への初
期所得水準の影響を比較してみると，前者が後者を上回っているという結果を得た。すなわち，相
対的には，人的資本ストックの経済成長促進効果よりも，むしろ所得が人的資本ストックの成長に
与える効果が大きいという結果が得られた。
†本論文における研究成果は，阪南大学より与えられた2000年度　助成研究（研究C）（研究課題
「教育と経済成長」）によっている。研究助成を与えられた阪南大学にたいして深甚の感謝を申上げ
る。本研究成果は，すでにAssociation of Indian Economic Studies, Fourteenth Biennial Conference,
（May 19, 2001 Columbus, OH），第４回日本高等教育学会（2001年５月25日，北海道大学）で発
表された。それぞれの学会で有益なコメントを与えられたR. Koshal（Ohio University），T. Kaul
（Western Illinois University），矢野眞和（東京工業大学，東京大学），丸山文裕（椙山女学園大学），
浦田広朗（麗澤大学），羽田貴史（広島大学）各教授を始めとする諸先生方に感謝申上げる。今回の
阪南論集への投稿は，昨年度の助成研究の機会を与えられたことへの義務遂行の一環である。それ
にともなう時間的制約等により，上記二つの学会をはじめとして，いただいたいくつかの貴重なコ
メントを必ずしも生かしきれていないことについても，ひとり筆者の責任であることをお断りして
おく。
注
１）言及すべき文献はおびただしい数にのぼると思われるが，比較的最近では，Barro and Sala-i-Martin（1995），
Jones（1998）およびValdes（1999）等が，経済成長理論をサーベイしたテキストブックである。また，Romer
（1994）も経済成長研究の流れについて参照すべき文献のひとつである。
２）彼らは1980 1990年のアメリカ南部の郡データを用いている。
３）正確には０年からT年までの攪乱項の平均である。
４）正確には年成長率の幾何平均そのものは（1/T）log（Yt /Yt－T）－1 であらわされる。
５）なお，表２の推定結果を用いて，βの値を計算してみると，有業者一人あたり実質県民所得の場合0.0303，人的
資本ストックの場合，0.0208であった。すなわち，単純な比較では，所得の成長の速度が人的資本の成長の速
度よりも速いという結果になっている。また，Barro and Sala-i-Martin（1995）は，観察時点での所得の標準偏
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差が時間を経るにつれて小さくなるという，σ収斂にも言及している。ここでのわれわれのデータでは，1970
年の有業者一人あたり実質県民所得の場合，標準偏差の値は，0.1996，1995年の場合，0.0991，1970年の人的資
本ストックの場合，0.2213，1995年の場合0.0830であり，σ収斂の現象が確認できる。
６）Barro and Sala-i-Martin（1995）p. 421.
７）たとえば，Lee and Lee（1995）やArena, Button and Lall（2000）などを参照のこと。
８）国税徴収決定済額とは，所得税，法人税，相続税，消費税などをはじめとする国税の徴収決定済額のことである。
９）これらの変数選択は，先行のGoetz and Hu（1996）のモデルに依拠している。ただし，彼らは賃金率の影響は
取上げていない。
10）Goetz and Hu（1996）の場合には，われわれの場合とは逆になっている。
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